
新卒社員の組織社会化を促す OJT 指導員と職場メンバーの支援行動に関する実証研究

*1

関根雅泰

＜概要＞ 本研究では、職場メンバーのうち、OJT 指導員以外の他者がどのような働きかけを行うこ

とが、新卒社員の組織化を促すのかを明らかにする質問紙調査を行った。階層的重回帰分析の結果、

他者①の「相談対応」「人脈拡大」が、新卒社員の組織社会化に正の効果を示し、他者①の「独自指導」

と他者②の「年代」が負の効果を示した。
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1. 研究の背景と目的

若年労働者を雇用する企業は、2009 年以降の景気の悪化から 2006 年より活発であった新規学卒者

の採用拡大路線を修正し、採用人数の絞り込みを始めている。2010 年 3 月卒については求人数およ

び求人倍率は大きく減少しており、ここに「第 2 ロスト期」あるいは「就職氷河期再来」の兆しが表

れている（苅谷・本田 2010）。しかし、このような厳しい就職活動を経て採用された新人が、入社後

三年とどまり続けるのが、大学卒で 7 割、高校卒で 5 割、中学卒では 3 割に過ぎない。この「七・五・

三」転職現象は、1990 年代から現在までほぼ横ばいで推移している。つまり、多くの若年労働者が最

初に就いた仕事を 3 年以内に辞めているということである（佐藤ら 2010）。しかも、採用された新人

が正社員として一人前になるまでには、平均で約 2 年 10 カ月かかるという調査もある（小川 2005）。

つまり、3 年かけて一人前にしたら、その新人に辞められてしまったという状況もありうるのである。

それまでの採用にかけたコスト、育成にかけたコストを考えると、厳選採用した新人の定着を促し、

投資に見合った貢献を若年労働者から引き出せるかどうかは企業にとって重要な課題である。

このような新人の組織への定着と能力発揮を多角的に捉える研究に、組織社会化研究がある。組織

社会化とは、「組織への参入者が組織の一員となるために組織の規範、価値、行動様式を受け入れ職務

遂行に必要な技能を習得し組織に適応していく過程」と定義される（高橋 1993）。Ashforth et al.

（2012）は、組織社会化研究のフレームワークを「社会化戦術」「新人の能動性」「社会化内容」「新

人適応」「段階モデル」と大きく 5 つに分けて示した。本研究は、社会化戦術を実行する「社会化エ

ージェント」に関する研究に位置づけられる。社会化エージェントには、上司、同僚、先輩、メンタ

ーといった人物や、新人が組織で出会う経験といったものがある（尾形 2008）が、本研究では社会化

エージェントを「人物」に絞る。

先行研究において、上司や指導員という社会化エージェントの新卒社員への働きかけについては

様々な実証研究が行われてきている（若林ら 1980，1984；榊原 2004；松尾 2010；関根 2012）。ま

た、関根（2012）や齊藤（2010）においては、指導員以外の「他者」の新卒社員への働きかけが示唆

されている。しかし、それら指導員以外の他者が、新卒社員に対して具体的にどのような働きかけを

しているのは、いまだ明らかにされていない。そこで本研究では、指導員以外の他者が新卒社員に対

してどのような働きかけを行うことが、新卒社員の組織社会化を促すのかを明らかにする。

2. 研究の方法

2.1. 対象者

新卒社員 1 名に対して、1 名の指導員が一定期間（1 年間～3 年間）つく「指導員制度」をもつ企業

3 社（精密機器メーカー、自動車メーカー、教育会社）に対して、質問紙調査を依頼した。調査対象

者は、2011 年 4 月入社の新卒社員 172 名および彼らの指導員 172 名である。質問紙調査は、2012 年
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2 月 1 日～3 月 31 日にかけて、前述した 3 社の新卒社員と指導員双方に対して実施された。有効回答

数は、新卒社員 150 名（回収率 87.2%）、指導員 118 名（回収率 68.6%）であった。そのうち、新卒

社員と指導員双方が回答している「ペアデータ」は、105 名分（61.0%）であった。

2.2. 尺度構成

(1) OJT 行動（独立変数）

OJT に関する先行研究で正の効果が示されている「委任」（榊原 2004）「会話」「協力」（関根 2012）

の他、「指導」「内省支援」（中原 2010）や指導員の「配慮」に関する質問項目に対して、5 段階評価

で回答を求めた。天井効果が出た項目を削除し因子分析した結果、第 1 因子「協力・配慮」（α＝.735）、

第 2 因子「指導」（α＝.615）となった。

(2) 他者行動（独立変数）

「他者行動」は、前述した「OJT 行動」を基に、指導員以外の他者による「連携指導」と「独自指

導」に関する質問項目を追加し、5 段階評価で回答を求めた。他者行動の回答においては、新卒社員

から見て、「（指導員以外で）自身が成長する上で助けになったと思う順に 2 人」を想起させ、そのう

ち「1 番目に助けになってくれた人」と、新卒社員が認識している人物を「他者①」とし、「2 番目に

助けになってくれた人」を「他者②」とした。天井効果が出た項目を削除し因子分析をした結果、「他

者①行動」は、第 1 因子「連携指導」（α＝.885）、第 2 因子「人脈拡大」（α＝.732）、第 3 因子「相

談対応」（α＝.708）、第 4 因子「独自指導」（α＝.675）となった。「他者②行動」は、第 1 因子「連

携指導」（α＝.928）、第 2 因子「相談対応」（α＝.808）、第 3 因子「人脈拡大」（α＝.779）、第 4 因

子「内省支援」（α＝.795）、第 5 因子「独自指導」（α＝.676）となった。

(3) 組織社会化（従属変数）

従属変数である「組織社会化」は、島田・中原（2012）の尺度を使用した。島田の尺度は、Chao, et

al.(1994)の 6 次元尺度「歴史（3 項目）言語（2 項目）政治（4 項目）人間関係（3 項目）組織目標・

価値観（4 項目）職務熟達（3 項目）」に、小川（2009）の「自己理解（6 項目）」を追加した 25 項目

である。25 項目の信頼性分析をした所、クロンバックのα係数が、.911 であったため、単純加算一

因子とした。データは、ほぼ正規分布を示したため、分析に使用した。

2.3. 分析方法

本研究においては、指導員以外の他者の働きかけについて、次のような仮説を立てて分析を行う。

(1) 他者の「連携指導」「独自指導」と組織社会化との関連

新卒社員の指導を主に担当する指導員以外に、何故「他者」の支援が必要かと考えた時、そこには

指導員とは違った何か別の独自な指導を、新卒社員が他者から受ける可能性があるためと考えられる。

指導員からは得られない知識や技術、その他者しか持っていない経験など、新卒社員にとって指導員

以外の他者から得られる「独自指導」は、組織での指導員以外の成功パターンを知る機会となるはず

である。しかしこれらの「独自指導」も、新卒指導の主担当である指導員との連携無くしては上手く

いかないであろう。仮に指導員と他者の間で、指導内容に矛盾があったり、方針の不統一があったり

した場合、新卒社員は混乱し、会社、職場、仕事への適応が妨げられると考えられる。そこで、他者

の「連携指導」「独自指導」と組織社会化との関連について、次のような仮説が立てられる。

理論仮説 1

他者が指導員と「連携」しつつ「独自」の指導を行うほど、新卒社員の組織社会化が促される

作業仮説 1

他者①②行動「連携指導」「独自指導」は、新卒社員の「組織社会化」に対して正の影響をもつ

(2) 他者の「相談対応」と組織社会化との関連



入社して間もない新卒社員にとって、勝手がわからない組織での日々は不安をもたらすものとなる

だろう。組織社会化における「不確実性減少理論」（Saks & Ashforth,1997）に則って考えれば、「何

が何だかよくわからない」という状況を打破するために、組織に属するメンバーから多くの情報を得

ようとすることは、至極理にかなった行動である。Morrison(1993)は、新人は情報探索行動により、

不確実性を減らし環境に適応するとした。新卒社員にとって、情報収集先として指導員以外の他者の

存在も大きいはずである。Louis, Posner, & Powell（1983）は、新人にとって入手しやすく、役に立

った組織社会化支援手段は、「同僚、先輩、上司との交流」であることを明らかにしている。また、原

（2007）は、相談についての制度と先輩が指導する雰囲気が、能力開発と相互補完的な関係にあるこ

とを示している。このように新卒社員が、指導員以外の他者にも相談にのってもらえるという状況は、

新卒社員にとって「社会的受容」（Bauer et al., 2007）が為された状態であると言える。つまり、新

卒社員が「自分は職場の他のメンバーにも受け入れられている」という安心感をもてる環境であると

いうことである。そこで、他者の「相談対応」と組織社会化との関連について、次のような仮説が立

てられる。

理論仮説 2

他者が新卒社員の「相談」にのるほど、新卒社員の組織社会化が促進される

作業仮説 2

他者①②行動「相談対応」は、新卒社員の「組織社会化」に対して正の影響をもつ

(3) 他者による「人脈拡大」と組織社会化との関連

前述したように、新卒社員にとって、組織の構成員達から受け入れられているという感覚「社会的

受容」は、新卒社員がその組織に適応した指標として捉えられている（Bauer et al. 2007）。新卒社員

にとって組織内に知り合いが増えれば増えるほど、人的ネットワークが拡大すればするほど、新卒社

員の組織社会化は進むと考えられる。Jokisaari & Nurmi（2009）によると、新人が認識する「上司

による支援」は、入社後６～２１ヶ月の間に低下していき、この低下が激しいほど、新人の「役割明

確化」と「職務満足」が低下していくこと。そして、職場における新人の「社会的統合」は、新人の

「業務習熟」の変化に関係していることを明らかにしている。彼らは、新人は直属の上司とだけでな

く、周囲のインフォーマルなつながりを作るべきであり、上司は職場メンバーに新人を紹介すること

でネットワーク構築を支援すべきであると提言している。（Jokisaari & Nurmi 2009）。

関根（2012）、齊藤（2010）では、上司ではなく、指導員または OJT リーダーが新卒社員の人的ネ

ットワーク拡大のハブとなっていることを明らかにした。指導員が一人で新卒指導を抱え込まず、周

囲の協力を得ることによって、新卒社員にとって「訊ける相手」が増えることは、関根（2012）でも

指摘されている。本研究でも、指導員は新卒社員の人的ネットワークを拡大する意味でも、周囲への

協力、特に他者①②の協力を得ていると想定している。しかし、本研究ではその更に先として、指導

員によって協力を依頼された他者も、更に職場内外への人的ネットワーク拡大を行っていると考えて

いる。他者が他部署とのつなぎ役になったり、客先への訪問に新卒社員を同行させたりと。指導員だ

けでなく、他者も新卒社員の人的ネットワーク拡大を支援し、組織社会化を促進させていると考えら

れる。そこで、他者による「人的ネットワーク拡大支援」と組織社会化との関連について、次のよう

な仮説が立てられる。

理論仮説 3

他者による「人的ネットワーク拡大支援」がなされるほど、新卒社員の組織社会化が促進される

作業仮説 3

他者①②行動「人脈拡大」は、新卒社員の「組織社会化」に対して正の影響をもつ

これらの仮説を検証するために、4 つのモデルを想定した階層的重回帰分析を実施した。モデル 1

には、統制変数として、指導員の性別・年代、他者①の性別・年代、他者②の性別・年代、新卒社員

の性別・年齢・職種（研究技術職・製造技能職）、職場人数を強制投入した。モデル 2 には、「OJT 行



動」2 因子を独立変数とし、新卒社員の「組織社会化」を従属変数として強制投入した。モデル 3 に

は「他者行動①」4 因子、および「OJT 行動 2 因子×他者行動①4 因子」の交互作用変数 8 因子を独

立変数とし、新卒社員の「組織社会化」を従属変数として強制投入した。モデル 4 には、「他者行動

②」5 因子、および「OJT 行動 2 因子×他者行動②5 因子」の交互作用変数 10 因子を独立変数とし、

新卒社員の「組織社会化」を従属変数として強制投入法での重回帰分析を行った。分析には、新卒社

員と指導員双方が回答したペアデータ（105 名分）を使用した。結果を表 1 に示す。

3. 結果

表 1 からわかるように、「組織社会化」に対しては、モデル 3 において

「他者②の年代」（β＝－.349, p<.01）「OJT 協力・配慮」（β＝.312, p<.05）

「他者①相談対応」（β＝.258, p<.05）「他者①人脈拡大」（β＝.234, p<.10）

「他者①独自指導」（β＝－.189, p<.10）「新人の年齢」（β＝.185, p<.10）

「OJT 協力・配慮×他者①相談対応」（β＝.261, p<.10）で統計的有意な効果が得られた。

結果から、OJT 指導員が「協力・配慮」行動をとること、他者①が新卒社員の「相談」にのること

と、新卒社員の「人脈拡大」を支援することが、新卒社員の組織社会化に正の効果があることが明ら

かになった。それに対して、他者①が「独自指導」を行うこと、他者②の年代が「離れている」こと

は、新卒社員の組織社会化に負の効果があることが明らかになった。

4. 考察

以上の結果のうち、研究の目的である他者の支援行動に関する考察を述べる。

4.1. 他者①行動「相談対応」「人脈拡大」が、新卒社員の組織社会化にとって正の効果がある理由

新卒社員にとって、組織の構成員達から受け入れられているという感覚「社会的受容」は、新卒社

員がその組織に適応した指標とされている（Bauer et al. 2007）。新卒社員にとって、指導員以外の他

者も、自分の話に耳を傾けてくれて、相談に乗ってくれるとすれば、それは自分が職場メンバーに受

け入れられたという感覚を得ることにつながるであろう。また、その他者を通じて、更にその先の組

織構成員達との人的ネットワークが広がっていくとすれば、益々その感覚は増すと言える。組織内で

知り合いが増え、様々な情報を集められるほど、組織に関する知識も増え、組織社会化は促進される

為である。

4.2. 他者①行動「独自指導」が、新卒社員の組織社会化にとって負の効果がある理由

当初の仮説として想定していた他者①②の「独自指導」のうち、他者①の「独自指導」は、新卒社

員の組織社会化に負の影響を与える結果が示された。これは、おそらく指導員以外の他者が、指導員

とは別の独自指導をすると、新卒社員が混乱する可能性がある為と考えられる。新卒社員にしてみる

と、指導員と他者で指導内容や発言内容に違いや矛盾があれば、果たして誰の言うことが正しいのか、

混乱するであろう。この混乱は、本来の組織社会化過程において、減少されるべき「不確実性」が増

すことを意味する。その結果、新卒社員の組織社会化が促進されないということが考えられる。

また、もうひとつの仮説として想定していた他者①②の「連携指導」が有意な効果を示さなかった

理由として、今回有意な効果が示された指導員による OJT 行動「協力・配慮」で、連繋指導部分が

カバーされていた可能性が考えられる。指導員が、周囲の協力を得ながらも、新卒社員が混乱しない

よう配慮したり、仕事が増えすぎないよう整理したりと、他者が本来すべき連携部分を指導員が担っ

ていたと考えられる。つまり、指導員は周囲の協力を得るとは言っても、丸投げではなく、他のメン

バーと連携できるよう、自らが配慮行動を示す必要があるということである。

4.3. 他者②「年代」が、新卒社員の組織社会化にとって負の効果がある理由

今回の階層的重回帰分析の結果では、他者②行動に関しては、その年代のみが、有意さを示した。

他者②の年代が、新卒社員から離れるほど、新卒社員の組織社会化は促進されないという結果である。



表 1 階層的重回帰分析の結果

従属変数：組織社会化

指導員の性別 .034 .190 .162 .138
指導員の年代 .017 .099 .141 .153
他者①の性別 -.055 .009 .010 -.033
他者①の年代 .102 .074 .100 .094
他者②の性別 .145 .158 .133 .084
他者②の年代 -.261 -.305 ** -.349 ** -.261
職場人数 -.144 -.112 -.020 -.044
新卒社員の性別 -.083 -.117 -.020 -.014
新卒社員の年齢 .141 .161 .185 ✝ .137
新卒社員の職種（研究技術職） .074 .018 -.066 -.173
新卒社員の職種（製造技能職） .169 .177 .181 .102

OJT行動 指導 .049 .104 .021
OJT行動 協力・配慮 .501 *** .312 * .255

他者①行動 連携指導 -.024 -.054
他者①行動 独自指導 -.189 ✝ -.184
他者①行動 相談対応 .258 * .221
他者①行動 人脈拡大 .234 ✝ .129

OJT行動「指導」×他者①行動「連携指導」 -.016 -.026
OJT行動「指導」×他者①行動「独自指導」 -.052 .032
OJT行動「指導」×他者①行動「相談対応」 -.055 .036
OJT行動「指導」×他者①行動「人脈拡大」 .082 .083

OJT行動「協力・配慮」×他者①行動「連携指導」 .044 .104
OJT行動「協力・配慮」×他者①行動「独自指導」 .085 .059
OJT行動「協力・配慮」×他者①行動「相談対応」 .261 ✝ .078
OJT行動「協力・配慮」×他者①行動「人脈拡大」 -.070 .001

他者②行動 連携指導 .309
他者②行動 独自指導 -.122
他者②行動 相談対応 .078
他者②行動 人脈拡大 .034
他者②行動 内省支援 .024

OJT行動「指導」×他者②行動「連携指導」 -.152
OJT行動「指導」×他者②行動「独自指導」 .213
OJT行動「指導」×他者②行動「相談対応」 -.143
OJT行動「指導」×他者②行動「人脈拡大」 .155
OJT行動「指導」×他者②行動「内省支援」 -.151

OJT行動「協力・配慮」×他者②行動「連携指導」 .184
OJT行動「協力・配慮」×他者②行動「独自指導」 -.003
OJT行動「協力・配慮」×他者②行動「相談対応」 .143
OJT行動「協力・配慮」×他者②行動「人脈拡大」 -.237
OJT行動「協力・配慮」×他者②行動「内省支援」 -.143

R² .124 .363 *** .518 * .578
調整済み R² .010 .263 *** .348 * .277
R² 変化量 .240 .155 .060

*** p < .001 ** p < .01 * p  < .05   ✝ p < .10

β β β β

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4

新卒社員にとって、年代の離れた他者②は、相談もしづらく、話しかけにくい存在として捉えられて

いる可能性がある。他者②の年代が離れるほど、新卒社員との接点が減り、その分、新卒社員が他者

②から得られる情報が減ることが考えられる。Louis, Posner, Powell（1983）は、新人にとって入手

しやすく、役に立った組織社会化支援手段は、「同僚、先輩、上司との交流」であるとしており、情報

入手先が減ることは、新卒社員の組織社会化の促進を減退させることにつながるであろう。



5. 今後の課題

本研究の課題を述べる。まず、従属変数である「組織社会化」が新卒社員の自己知覚データである

ため、指導員から見た他者知覚データとの関係を検討する必要がある。次に、本研究では社会化エー

ジェントの働きかけにのみ着目し、新卒社員の能動性と組織社会化の関係を見ていない。最後に、階

層的重回帰分析のモデル 4（他者②行動）においては、多重共線性が認められたため、有意な分析結

果を示すことができなかった。今後は、共分散構造分析を行うことで、より精緻な分析を試みたい。
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